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Modeling of the Flow of Ph.D. Graduates Including Age-Dependence 
and Trial Future Simulations 
 
TAKAYAKA Masayuki and HOSHINO Toshihiko 
1st Policy-Oriented Research Group, National Institute of Science and Technology Policy 
(NISTEP), MEXT 
ABSTRACT 
Toward the achievement of the goal “Increasing the percentage of the teachers under the age 40 
among full-time university teachers toward more than 30 % in FY2025” in Comprehensive 
Package to Strengthen Research Capacity and Support Young Researchers, it is essential to 
understand the detail of the trend of the flow of the Ph.D. graduates including postdoctoral 
fellows and university teachers and to clarify the targets of the political actions in Japan. In this 
paper, the age distributions of the Ph.D. graduates on each academic career path are 
quantitatively analyzed mainly from the open data of the related surveys conducted by MEXT and 
NISTEP in 2016 and before, based on the transition probability approach. Based on this trend 
analyses and under the assumption that no political actions related to the Ph.D. graduates are 
conducted, the expected age distribution of the full-time university teachers for each year until FY 
2025 is also calculated on a trial basis. This simulation reproduces the results of the surveys in 
2018 and 2019 conducted by MEXT and NISTEP quite well and this fact supports the accuracy of 
 
 
this future forecast. The expected percentage of the teachers under 40 years old in 2025 from this 
simulation is calculated as 20.1%, which is even smaller than the real value in 2019. From the 
viewpoint of achieving the goal above, it becomes important more and more to discuss the 
possible political actions and their effects on each Ph.D. career path, remembering the final goal 




























近年、2021 年からの第 6 期科学技術・イノベーション基本計画の策定の議論にあたって、特
に我が国の研究力向上に向けて、非常に多くの議論がなされている。中でも若手研究者は我が
国の研究力向上を目指す上での中心的存在として注目され、2020 年 1 月には、博士課程学生か
らその後の産業界・アカデミアへのキャリアパスまでの包括的な施策方針を定めた『研究力向
上・若手研究者支援総合パッケージ』[1]が政府において決定された。本パッケージでは、”将来
的に我が国の大学本務教員に占める 40 歳未満の教員が 3 割以上となることを目指し、40 歳未満
の大学本務教員を約 1 割増(2025 年度)”等の達成目標が掲げられており、第 6 期科学技術・イノ
ベーション基本計画の策定においても本パッケージの目標に準じた記載が検討され[2]、さらに





大学本務教員数に着目すると、ここ 30 年間で大学本務教員数全体に対しての 40 歳未満の割




















































学校基本調査[14]において毎年度、博士課程入学者の年齢分布(30 歳以降は 5 歳ごとの階層別)、













図 2 には計算の流れの概念図を示している。𝑘 年度における博士課程入学者の年齢分布𝑤𝑘(𝑛)
が求まっていて、かつその層のうち𝑀 年度に終了する割合𝑐𝑀−𝑘(先述の仮定の下、年齢によらな
い定数とする)が分かっていれば、𝑧𝑀(𝑛)は、 
𝑧𝑀(𝑛) = ∑ 𝑐𝑀−𝑘
𝑀−𝑘≥3









ている。21～29 歳までは 1 歳刻みで公表されている一方、30 歳以降については 5 歳刻みになっ
ており、任意の年数が経過した後の分布を推定するためには、1 歳刻みの年齢分布関数を推定す
る必要がある。そこで本研究では、29 歳以降を指数分布の累積関数 
𝐹(𝑛) = 𝐴 − 𝐵𝑒−
𝑛−29
𝜏  
(式 2)  
でフィットし、この結果を𝑛で微分して得られる分布関数2 





布の累積関数によるフィッティング結果。(b): 学校基本調査[14]における、平成 31 年の修業
年数別の博士課程修了者数。実線はローレンツ関数によるフィッティング結果。(c): 平成 31 年









































































































































す𝑚0=3 としてフィッティングを行った結果であり、修業年数 8 年～10 年の人数はこの結果から
推定している。なお、このフィッティング結果によると、修業年数 11 年以上の博士課程在籍者に
ついては、人数が 100 人未満となり、博士課程修了者の全体である約 1 万人と比べ 1%未満であ

















[14]の結果から明らかであるが、年齢別に考えると、33 歳以上の修了者については 2013 年以降










算できる。例えば 2015 年度末の博士課程修了者が、2016 年度から大学本務教員、PD となる遷

















を用いて 24 歳～64 歳の範囲でフィッティングを行った。このプロセスで得られたフィッティン
グパラメーター𝐴、𝐵、𝜏、𝜏′を用いて、図 4(a)(c)は、平成 28 年度の大学本務教員の全離職者数と
PD 等への転職者数の年齢累積値と(式 5)によるフィッティング結果であり、いずれもフィッテ
ィング結果は調査データをよく再現していることがわかる。これらの結果から、25 歳～64 歳に
ついて 1 歳刻みで、上記累積分布関数の微分形である 
 






















































































































(式 6)  
を用いて補完することで、年齢分布を推定できる。なお、図 4(b)には、大学本務教員の新規採
用者数全体についても同様に解析しており、この(a)、(b)の両解析結果から、図 5(a)のように、




以上の解析結果をもとに、図 5(b)のように 2015 年度の年齢別の遷移率𝑝(𝑛)、𝑞(𝑛)が計算され
る。𝑝(𝑛)は、27 歳(学位早期取得者を除いた場合の、最短での博士課程修了者)における急峻なピ
ーク以外に 30 歳前後になだらかな山があり、その後はおおむね年齢に従って減少傾向があるの
に対し、𝑞(𝑛)は 55 歳以降からやや増加傾向に転じ、65 歳以上のところで急激な飛びが生じる。
図 5. (a): 2016 年度の学校教員統計調査[6]における大学本務教員の新規採用(橙線)・離職者数
(黄緑線)の解析結果と、これらに基づいて推定された 2015 年度の大学本務教員の年齢分布。
(b) : 2015 年度における𝒑(𝒏)(赤線)、𝒒(𝒏)(青線)の推定結果。なおいずれも、右端の 65 歳の点














































1 歳刻みの年齢分布を推定する。図 6(a)(c)には、2015 年度において、1 年で大学教員、または他

































































































































































図６. (a)・(c): 2015 年度のポストドクター等の雇用・進路に関する調査[13]における、(a)1 年で
大学教員、もしくは(c)それ以外の道に進んだ PD の年齢累積数。実線は(式 7)によるフィッティン
グ結果。 


























って(式 6)を適用するとともに、𝑛 → ±∞で 0 に収束するよう、28 歳未満については指数成分を
落として(式 6)の第 1 項のみで外挿した。フィッティング結果は図 7(a)に併せて示しており、こ
の結果を用いて計算した𝑟(𝑛)、𝑠(𝑛)を、図 7(b)および(c)に示している。2015 年度の結果である
(b)と 2012 年度の結果である(c)では、特に大学教員以外に進む割合𝑠(𝑛)がかなり大きく異なって
おり、2012 年年度から 2015 年度にかけて全体的に 2 倍以上に増えている。2012 年度から 2015
図 7. (a): ポストドクター等の雇用・進路に関す
る調査[13]による PD の年齢分布。ただし 2012 年
度については、詳細な数字は公開されておらず、グ
ラフを直接読み取った。実線は 28 歳以上を(式 6)



































































い。そこで、2012 年度、2015 年度の大学本務教員、および PD の数の変遷について、(1)～(3)
にて求めているパラメータのもと図 1 の人材流動モデルをたどり、3 年間で𝑁𝑥(𝑛)、𝑁𝑦(𝑛)が一定
であると仮定して𝑁𝑥(𝑛)、𝑁𝑦(𝑛)を計算する。 
 
1 年経過に伴い年齢分布を+1 歳シフトさせる並進演算子を?̂?とおき、図 1 のダイアグラムに基
づいて、𝑀 年度のデータをもとに𝑀+1 年度の大学本務教員数・PD 数を表す漸化式は、 
 
𝑥𝑀+1(𝑛) =  ?̂?[(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))𝑥𝑀(𝑛) + 𝑟(𝑛)𝑦𝑀(𝑛) + 𝑎𝑧𝑀(𝑛)] + 𝑁𝑥(𝑛) 




用いて 2012 年度のデータと 2015 年度の間に成り立つ関係は、 
𝑥𝑀+3(𝑛) = 
{[?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))]
3
+ ?̂?𝑟(𝑛)?̂?𝑝(𝑛)?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛)) + ?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))?̂?𝑟(𝑛)?̂?𝑝(𝑛)
+ ?̂?𝑟(𝑛)?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))?̂?𝑝(𝑛)} 𝑥𝑀(𝑛) 
+ {[?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))]
2
?̂?𝑟(𝑛) + ?̂?𝑟(𝑛)?̂?𝑝(𝑛)?̂?𝑟(𝑛) + ?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))?̂?𝑟(𝑛)?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))
+ ?̂?𝑟(𝑛)[?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))]
2
} 𝑦𝑀(𝑛) 
+ {[?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))]
2
?̂?𝑎 + ?̂?𝑟(𝑛)?̂?𝑝(𝑛)?̂?𝑎 + ?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))?̂?𝑟(𝑛)?̂?𝑏
+ ?̂?𝑟(𝑛)?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))?̂?𝑏} 𝑧𝑀(𝑛) 
+{?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))?̂?𝑎 + ?̂?𝑟(𝑛)?̂?𝑏}𝑧𝑀+1(𝑛) + ?̂?𝑎𝑧𝑀+2(𝑛) 
+ {[?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))]
2
+ ?̂?𝑟(𝑛)?̂?𝑝(𝑛) + ?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛)) + 1} 𝑁𝑥(𝑛) 
+{?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))?̂?𝑟(𝑛) + ?̂?𝑟(𝑛)?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛)) + ?̂?𝑟(𝑛)}𝑁𝑦(𝑛), 
𝑦𝑀+3(𝑛) = 
{[?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))]
2
?̂?𝑝(𝑛) + ?̂?𝑝(𝑛)?̂?𝑟(𝑛)?̂?𝑝(𝑛) + ?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))?̂?𝑝(𝑛)?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))
+ ?̂?𝑝(𝑛)[?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))]
2
} 𝑥𝑀(𝑛) 
+ {[?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))]
3
+ ?̂?𝑝(𝑛)?̂?𝑟(𝑛)?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛)) + ?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))?̂?𝑝(𝑛)?̂?𝑟(𝑛)
+ ?̂?𝑝(𝑛)?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))?̂?𝑟(𝑛)} 𝑦𝑀(𝑛) 
+ {?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))?̂?𝑝(𝑛)?̂?𝑎 + ?̂?𝑝(𝑛)?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))?̂?𝑎 + [?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))]
2
?̂?𝑏
+ ?̂?𝑝(𝑛)?̂?𝑟(𝑛)?̂?𝑏} 𝑧𝑀(𝑛) + {?̂?𝑝(𝑛)?̂?𝑎 + ?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))?̂?𝑏}𝑧𝑀+1(𝑛) + ?̂?𝑏𝑧𝑀+2(𝑛) 
+{?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))?̂?𝑝(𝑛) + ?̂?𝑝(𝑛)?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛)) + ?̂?𝑝(𝑛)}𝑁𝑥(𝑛) 
+ {[?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))]
2
+ ?̂?𝑝(𝑛)?̂?𝑟(𝑛) + ?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛)) + 1} 𝑁𝑦(𝑛) 
(式 10)
11




𝑥𝑀+3(𝑛) − {[?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))]
3
+ ?̂?𝑟(𝑛)?̂?𝑝(𝑛)?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))
+ ?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))?̂?𝑟(𝑛)?̂?𝑝(𝑛) + ?̂?𝑟(𝑛)?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))?̂?𝑝(𝑛)} 𝑥𝑀(𝑛) 
− {[?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))]
2
?̂?𝑟(𝑛) + ?̂?𝑟(𝑛)?̂?𝑝(𝑛)?̂?𝑟(𝑛) + ?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))?̂?𝑟(𝑛)?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))
+ ?̂?𝑟(𝑛)[?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))]
2
} 𝑦𝑀(𝑛) 
− {[?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))]
2
?̂?𝑎 + ?̂?𝑟(𝑛)?̂?𝑝(𝑛)?̂?𝑎 + ?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))?̂?𝑟(𝑛)?̂?𝑏
+ ?̂?𝑟(𝑛)?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))?̂?𝑏} 𝑧𝑀(𝑛) 
−{?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))?̂?𝑎 + ?̂?𝑟(𝑛)?̂?𝑏}𝑧𝑀+1(𝑛) − ?̂?𝑎𝑧𝑀+2(𝑛) 
𝐵(𝑛) =  
𝑦𝑀+3(𝑛) − {[?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))]
2
?̂?𝑝(𝑛) + ?̂?𝑝(𝑛)?̂?𝑟(𝑛)?̂?𝑝(𝑛)
+ ?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))?̂?𝑝(𝑛)?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))
+ ?̂?𝑝(𝑛)[?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))]
2
} 𝑥𝑀(𝑛) 
− {[?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))]
3
+ ?̂?𝑝(𝑛)?̂?𝑟(𝑛)?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛)) + ?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))?̂?𝑝(𝑛)?̂?𝑟(𝑛)
+ ?̂?𝑝(𝑛)?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))?̂?𝑟(𝑛)} 𝑦𝑀(𝑛) 
− {?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))?̂?𝑝(𝑛)?̂?𝑎 + ?̂?𝑝(𝑛)?̂?(1 − 𝑝(𝑛) − 𝑞(𝑛))?̂?𝑎 + [?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))]
2
?̂?𝑏 +
?̂?𝑝(𝑛)?̂?𝑟(𝑛)?̂?𝑏} 𝑧𝑀(𝑛) − {?̂?𝑝(𝑛)?̂?𝑎 + ?̂?(1 − 𝑟(𝑛) − 𝑠(𝑛))?̂?𝑏}𝑧𝑀+1(𝑛) − ?̂?𝑏𝑧𝑀+2(𝑛)  
(式 11) 
ここから、𝑛 ≥ 24の範囲で𝑁𝑥(𝑛)、𝑁𝑦(𝑛)について解くと、 
𝑁𝑥(24) = 𝐴(24) 
𝑁𝑦(24) = 𝐵(24) 
(式 12) 
 
𝑁𝑥(25) = 𝐴(25) − (1 − 𝑝(24) − 𝑞(24)) 𝑁𝑥(24) − 𝑟(24)𝑁𝑦(24) 
𝑁𝑦(25) = 𝐵(25) − 𝑝(24)𝑁𝑥(24) − (1 − 𝑟(24) − 𝑠(24))𝑁𝑦(24) 
(式 13) 
となる。さらに𝑛 ≥ 26において、 
𝑁𝑥(𝑛) = 
𝐴(𝑛) − {(1 − 𝑝(𝑛 − 1) − 𝑞(𝑛 − 1))(1 − 𝑝(𝑛 − 2) − 𝑞(𝑛 − 2)) + 𝑟(𝑛 − 1)𝑝(𝑛 − 2)}𝑁𝑥(𝑛 − 2) −
(1 − 𝑝(𝑛 − 1) − 𝑞(𝑛 − 1)) 𝑁𝑥(𝑛 − 1) − {(1 − 𝑝(𝑛 − 1) − 𝑞(𝑛 − 1))𝑟(𝑛 − 2)𝑁𝑦(𝑛 − 2) −
𝑟(𝑛 − 1)(1 − 𝑟(𝑛 − 2) − 𝑠(𝑛 − 2))}𝑁𝑦(𝑛 − 2) − 𝑟(𝑛 − 1)𝑁𝑦(𝑛 − 1), 
 
𝑁𝑦(𝑛) = 
𝐵(𝑛) − {(1 − 𝑟(𝑛 − 1) − 𝑠(𝑛 − 1))𝑝(𝑛 − 2) + 𝑝(𝑛 − 1)(1 − 𝑝(𝑛 − 2) − 𝑞(𝑛 − 2))}𝑁𝑥(𝑛 − 2) 
−𝑝(𝑛 − 1)𝑁𝑥(𝑛 − 1) 
−{(1 − 𝑟(𝑛 − 1) − 𝑠(𝑛 − 1))(1 − 𝑟(𝑛 − 2) − 𝑠(𝑛 − 2)) + 𝑝(𝑛 − 1)𝑟(𝑛 − 2)}𝑁𝑦(𝑛 − 2)
− (1 − 𝑟(𝑛 − 1) − 𝑠(𝑛 − 1)) 𝑁𝑦(𝑛 − 1) 
















































































𝑝(𝑛) 2016 年度の結果から変化がないと仮定 
𝑞(𝑛) 2016 年度の結果から変化がないと仮定 
𝑟(𝑛) 2015 年度の結果から変化がないと仮定 
𝑠(𝑛) 2015 年度の結果から変化がないと仮定 
𝑎 2019 年度から変化がなく、年齢に依存しない定数であると仮定 
𝑏 2019 年度から変化がなく、年齢に依存しない定数であると仮定 
𝑁𝑥(𝑛) 2012 年度と 2015 年度の結果から計算した値の、2013～2015 年度の平均の総人
口比が 2020 年以降も一定と仮定して、総人口推計結果を掛け合わせて推定 
𝑁𝑦(𝑛) 2012 年度と 2015 年度の結果から計算した値の、2013～2015 年度の平均の総人
口比が 2020 年以降も一定と仮定して、総人口推計結果を掛け合わせて推定 






































































      雇用・進路に関する調査を基に推定
 2015年度ポストドクター等の





図 9. 確率遷移モデルを用いて 2025 年度まで計算した結果。(a): 年度別の、24 歳～64 歳の大







割合は、2016 年度で 23.4 %程度だったのに対し、2019 年度は 22.1 %、2025 年度は
20.1 %まで減少するという予測となっている。また、図９(c)に掲載している PD の年齢分
布については、年齢に対して非対称な分布構造自体は維持されつつ、2015 年度から 2018






歳未満の割合は 22.2 %と報告されている。本研究の 2019 年度のシミュレーション結果
である 22.1 %は、実際の 2019 年度の集計結果と極めて近い結果となっている。実際の教





ロットした。これを見ると、33 歳以降5では典型的に 5 %以下の誤差であることがわかる。
















































































図 10. (a): 図 9(a)の 2019 年度の計算結果と、2019 年度の学校教員統計調査の中間報告[16]
の結果の比較。(b): (a)のグラフの差分を 2019 年度調査結果で規格化し、誤差としてプロット












e-STAT にて 5 歳刻みの階層別で PD の人数が公開されているため、累積分布関数を(式
7)でフィットし、得られたパラメータに基づいて(式 8)によって PD の年齢分布を滑らか
に推定し、図 9(c)の緑線で示されている、本研究で計算された 2018 年度の予測と比較を
行う。図 11 にはこの 2 種のデータの比較を示している。グラフの形状や人数のオーダー
はほぼ一致しており、図 9(c)に見られるような経年による年齢分布の変化の予想は現実を
ある程度よく再現している。ただし、ピークとなる年齢が現実には 34 歳程度となり、シミ










































































































図 11. (a): 図 9(c)の 2018 年度の計算結果と、2018 年度の「ポストドクター等の雇用・進路
に関する調査」速報版[17]をもとに推定した結果の比較。(b): (a)の 2 つの人数分布の差分。


























































り、𝑞(𝑛)は 63 歳程度まで単調減少の振舞いを示しているが、2021 年度から何らかの施策
要因によって、50 歳程度から早期退職する確率が増えていき、65 歳程度までに確率増加
の収束傾向が入るものと仮定し、𝑞(𝑛)を以下の𝑞′(𝑛)で置き換えて考える。 





各パラメータについて、𝐴は遷移率の第 2 項の最大値に対応する値、𝑎は第 2 項として加え
たウェイトの中心の年齢、𝜏は第 2 項として加えたウェイトの幅である。図 12(a)にはこの
ウェイトをかけた場合の遷移率のグラフを赤実線で示しており、この時の各パラメータは
𝐴 = 0.36、𝑎 = 61、𝜏 = 5ととった。また、65 歳(以上)の点では(式 15)で確率値が 1 を超え
てしまうため、これを回避するため、この点においてのみ、 
 
















③ 若手 PD からの大学本務教員就職率増 
確率遷移モデルの図においては、𝑟(𝑛)の若手の層を増やすことに対応する。2021 年度か
ら何らかの施策要因によって、PD から大学本務教員への遷移確率が、27 歳までは 2015








る。図 12(b)には(式 16)で表される𝑟(𝑛)を赤実線で示しており、この時のパラメータは𝐴 =
0.6、𝑎 = 32、𝛾 = 6ととった。 
 
④ ①～③の条件を満たした場合 



























図 12. (a): ① 「50 歳以上の大学教員の早期
退職・雇用形態の切り替え・転職の促進」に
関する、(式 15)に基づく𝒒(𝒏)についての比













 図 12(c)には、①～④の効果を入れた 2025 年の計算結果を示しており、①の効果は明瞭
に 50 歳以上の大学本務教員のウェイトを下げ、②・③の効果は 40 歳未満の大学本務教員
のウェイトを増大させる方向に確かに働いており、また④ではこれらの効果が確かに全て
















シナリオ例 2025 年度の 40 歳未満の 
大学本務教員割合 
何もせず 20.1 % 
① 高齢教員の退職・転職促進 25.1 % (+5 %) 
② 博士課程修了直後の大学本務教員就職
増 
22.6 % (+2.5 %) 
③ 若手 PD からの大学本務教員就職増 22.0 % (+1.9 %) 
④ ①～③全てに一体的に取り組んだ場合 30.0 % (+9.9 %) 
表 2. 2021 年度から 2025 年度までのシナリオ例と、それに基づいたシミュレーション












登用することや、32 歳前後の PD を最大 6 割も大学本務教員にすることが本当に可能なの
かどうか、検討が必要である。これらの政策誘導が可能になった場合の懸念として、以下
のようなものが考えられる。 
 ・博士課程修了直後で PD として十分に経験を積まないまま大学本務教員に登用される
ケースが急激に増えることで、大学における研究教育の質が担保されなくなる可能性。 














って計算することで、2016 年度までのトレンドに基づいた 2025 年度の大学本務教員数等
の将来予測を行った。この手法の精度は、2018 年度の「ポストドクター等の雇用・進路に
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